～子育てと県政～
　　　　　　　　　　　　　　　05年9月4日

　　　　　　　　　　長野県短大・幼児教育学科

　　　　　　　　　　専任講師　近藤幹生（保育学）
はじめに　　
主催者からいただいたテーマは大きすぎるようだ。しかし、一人の子どもへの保育を、深くていねいに考えるとき、広い視野をもたねばならない面があると思う。毎日、保育をしている保育所・幼稚園の保育者は、Ａ君たちとあそび、Ｂさんのオムツを換えながら、保育という仕事が、子どもの育ちと保護者の労働、さらにいえば日本じゅうの地域社会を支えているという気持ちもってほしいと思う。また、子どもを育てる両親は、忙しい日々であるとしても、時には立ちどまり、わが子の育ちを、周りの大人たちとともにすすめる意味を考えてほしい。子育て・保育という営みは、日常生活を築いていく、地味で、めんどうな事ばかりであり、容易ではない。でも、そこに大人同士が支えあい、出会い、絆が生まれていくのである。一人の子どもには、幅広い大人たちを結び付ける力をもっていることを発見しあいたい。例えば、ようやく立ちはじめた赤ちゃんが、自分から第一歩をすすめる姿と出会うとき、誰でもうれしく思う。園の子どもが、お迎えにきたおかあさんに友達のことをしゃべり、親同士が知り合うことなどよくあることである。私は、親子の姿をあたたかいまなざしでみつめていく、あたりまえの地域社会を再発見していきたいと思っている。子どもの成長・発達の姿を探求することは、とても魅力的である。この楽しみを、家庭に小さい子がいる人も居ない人もつかんでいけたらおもしろい。その喜びだけではなく、子どもを大事に考えることの意味は、さらに大きい。やや大げさに云えば、一人の子どもの存在は、思想・信条・政治的立場の違いをもつ大人たちが、出会い、手をつなぐ大切さを教えてくれるのだと思う。今、求められているのは、子どもや子育てを考える大小さまざまな輪が、地域のいたる所にできていくことではないだろうか。特に若い両親へ、心からの応援メッセージを届けたい。
それにしても、人間にとっての基礎作りともいえる乳幼児期がきわめて重要な役割があるにもかかわらず、社会的位置づけはとても低い。社会の力は、乳幼児期にこそ投入されるべき時代だと思う。30年近く保育の仕事にかかわってきたが、今、声を大にして言いたいことである。子どもにとっての最善の利益をめざすのが大人社会の責任である。特に環境条件は、少しでも早く向上させなければならない。子どもは、毎日待ったなしで成長しているからである。諸制度の変更は、慎重さをかさねるべきだと思う。なぜなら、その主人公たる子どもや両親、地域の立場を検討しなければならならないからである。
こう考えてくると、子育てと県政は、決して大きすぎるテーマではないかもしれない。

より多くの人達が議論し合うきっかけとなればと思い、３点ほど問題提起をさせていただく。

1． 公開されている県データをどうみるか

　公開されているデータの中で、長野県『信州はぐくみプラン』（平成17年３月）を取り上げたい。ここで私が注目したのは、県内の子育てをめぐる現状分析を、研究者の知見を踏まえて詳細に把握した県行政の積極性である。資料編に掲載されている内容の一部を項目的に示すと、「昔と今の子どもたちの姿」（清川輝基氏：ＮＨＫ放送研究所）、「子どもの社会力」（門脇厚司氏：筑波大学）、「育児困難な時代」（汐見稔幸氏：東京大学）などがある。時間のあるときに（74頁もあるので）ホームページで『信州はぐくみプラン』をぜひ見てほしい。プランを現場との関連でどうみることができるのか、ここでは２点のみふれておきたい。
　第一は、県内での認可外保育所（現在は「自由保育所」という名称）の実態と改善についてである。県は、保育ニーズ調査を平成15年に実施しているが、保育所・幼稚園利用者へのアンケートとして、「現在の施設に満足していること」を把握している。それによると、「施設の保育方針・内容」についての満足度は、「認可保育所18.9%に対して、認可外保育所57.5%」と高くなっている。保育所には、公立と私立の認可保育所がある。そして、あまり知られていないのが、国の認可を受けていない認可外保育所の存在である。県内の認可外保育所は、自治体などの事情で実現が難しかった時期から、乳児保育、長時間保育、障害児保育、一時保育、休日保育などに長く取り組んできた歴史がある。しかも、公的助成が少ない中で20年、30年と実践してきたのである。当然のことながら、会社員、教員などの多くの保護者が、認可外保育所に子どもを預けて仕事を継続できたのであり、こうした声（認可外保育所の運営への積極的評価）を持ったのである。「利用者の満足度」という視点で見ることについては私見もあるが、県行政がこの現状を正面から認識したことは評価したい。この調査以降、認可外保育所への県からの助成事業が大幅に充実された事実がある。３でふれるが、国は、保育所運営費・施設整備費など保育に関する財政支出を大幅に抑制し、市町村は厳しい対応を強いられている。したがって、実際的には、市町村の財政状況においてどう判断するかが問題になるが、県行政の可能な面からのアプローチは、姿勢として重要に思われる。
　第二は、市町村ごとの保育所の現状や財政課題との関連である。これは、公開データを活用して地域・自治体ごとに探求してほしい内容である。ここでは、２つの資料を紹介する。一つは、県内の就学前児童の状況を数字からみた資料である（資料１）。

これによると、県内の就学前の乳幼児（０歳～５歳児）は、125,393人であるが（平成16年４月）、年齢別に分析すると課題が浮かび上がってくる。一例のみあげると、０歳～２歳児までをみた場合、84.7%が在宅児童であることがわかる。つまり、家庭において育っている割合が、低年齢ほど高いという事実がある。ここから予想されることを端的に云えば、０歳～２歳児の保育需要の必要性が増大すること（週に数日間就労する、いわゆる一時保育なども含む）と、在宅児童への子育て支援策の重要性という点である。県のデータを基にして、市町村ごとにどのような状況であるかを詳細に分析することから、保育・幼児教育の課題が明らかになってくるだろう。Ａ町における０歳児は、どのような生活をしているかを把握するなど、今後は地域ごとに保育課題を創造する必要性が強まっていく。もう一つの資料は、紙面分量の関係から紹介できないが、全県の自治体ごとの保育プランが図示されている資料がある（『信州はぐくみプラン』72頁）。これは、「次世代育成支援マップ」として、平成16年度から21年度へかけて、各自治体ごとの実施計画を、地図で図示したわかりやすい内容である。これを見る際に重要なことは、自分の生活地域から見るという視点だろう。マップでは、事業の実施自治体を色塗りで示しているが、どのような保育事業が必要かは地域ごとに異なって当然だと思う。したがって、色塗りがされていないことをもって、自治体の施策が遅れているという見方はやや単純すぎると思う。今後、自治体が、一時保育、病後時保育、児童クラブなどをいつまでに実施する計画をもっているかは、一目瞭然の資料である。次世代育成支援プログラムは、全自治体が将来計画を立案した。もちろん国の財政支援が不可欠になるが、現実化できるよう求めていく課題である。
（資料1）

長野県内の就学前児童数　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	区　分
	0歳児
	1歳児
	2歳児
	3歳児
	4歳児
	5歳児
	計

	就学前児童数
	21,641
	21,202
	21,213
	21,347
	21,818
	21,885
	129,106

	
	保育所入所児童数
	1,233
	3,291
	5,024
	14,721
	15,770
	15,915
	55,954

	内
	認可外保育施設
	183
	346
	357
	257
	177
	105
	1,425

	　
	幼稚園
	0
	0
	0
	4,660
	5,223
	5,174
	15,057

	　
	へき地保育所
	0
	6
	8
	92
	91
	88
	285

	訳
	障害児入所・通所施設
	5
	38
	78
	75
	75
	42
	313

	　
	母子通園施設
	195
	191
	191
	241
	246
	247
	1,311

	　
	乳児院・児童養護施設
	25
	39
	18
	34
	35
	35
	186

	　
	その他施設
	0
	1
	3
	32
	45
	41
	123

	　
	在宅児童数等
	20,000
	17,290
	15,534
	1,235
	156
	238
	54,453


出典：長野県『今後の保育のあり方の研究報告書』（平成16年４月）

2． 県内における「子育て支援の輪」の広がり
最近の２年間で、県内の保育所・幼稚園関係者・保護者・行政・農業関係者の学習会、

懇談会などに参加させていただいてきた。そのなかで、長野県内の地域の人達は、子育てや保育問題を考えていく際の、特質すべき基盤をもっていることを痛感した。抽象的表現となってしまうが、子育ての環境として、誰もが豊かな自然の必要性を力説していること、そして、子どもの育ちとともに、大人たちの共同の輪が形成されてきた事実があるという点である。
第一は、信州の自然環境は、激変しつつあるとはいえ、それを守り次世代に受け継ぐ重要性を、子育てとの関連から考えている大人たちがとても多いという点である。例えば、保育所・幼稚園などで行われている身近な自然への「散歩」の保育実践の一つを考えてみる。ごく普通の保育実践ではあるが、これは都会では得難い経験なのである。自然豊かな中で生活していれば、知らないうちに自然への志向が生まれるわけではない。意図的活動（保育・教育という作用）により、それは高まっていく。保育所・幼稚園関係者は、日常の地道な保育実践にこそ自信をもってほしい。家庭においても、子どもとともに四季の自然のなかで育つことに魅力をいだく人たちが多い。直接的経験の少なさが、子どもの成長・発達に問題があることを学びあいながら、各地で創意工夫した実践が展開されているのである。
第二は、子どもを中心とした地域社会の幅広い人間関係の存在である。一つの保育所・幼稚園がどのように生まれてきたかを考えてほしい。地域の歴史において、子どもを地域の大人たち皆の力で育ててきた。この関わりは、町村の自治会、地域組織、農協、法人、宗教関係者、個人と無数にあった。どの園にも、開拓、建学、創造の心意気があり、固有の歴史と地域性がある。それを行政が支え、連携も生まれ、保育所・幼稚園が築かれてきた。いずれも、地域の財産だと考えて充実・発展させてほしい。大きくは地域社会の保育文化といってもいいし、それを確かめるのが、長野県の地域性豊かな子育て・保育・幼児教育の創造につながることでもある。
さらに考えたいのは、一つの地域をよく見つめていくことから出会う今日的課題の発見である。例えば、軽度発達障害などハンデイをもった子どもへの保育・教育課題の存在、外国籍をもつ人達の保育・教育の課題などがある。そして、子どもと毎日向かい合っている若い両親への応援や、祖父母とのかかわりもある。各論にはふれないが、生活基盤である市町村・地域から、子育てや保育・教育の課題と方向性が導かれると思う。学習や討議のなかから、地域性のあるプログラムが生まれてくるし、そこから多くを学びたい。例えば、山梨大学加藤繁美氏の『子どもへの責任』（ひとなる書房）における「民主主義のプロジェクト」の発想がある。「地域にある子育て要求に真摯に耳を傾け、容易には表面化しない子育て要求を引き出し、それらをていねいにつなげながら一つの形にまとめていく」「民主主義のプロジェクトをデザインする能力」（176頁）を問い、自治体の保育・幼児教育担当者も含めて検討し深め合おうと、呼びかけている。加藤氏がかさねて強調するのは、この作業が面倒な営みであるが、そこに地域の共同が生まれていくのであり、それが、２１世紀の子どもに対する大人の責任であるという。
厳しい国の財政削減のもとで、どのような地域づくりをするのか、県はもちろん市町村行政担当者の力に期待したい。私は、保育・幼児教育分野に積極的関心をもつ行政担当者の皆さんとともに、専門性を磨きあいたいと考えている。そして、小さなことであっても、現場の実情を理解し、施策に反映していく地道な取り組みをかさねてほしい。保育分野において公的責任が後退していく流れに、なんとか歯止めをかけたいと思っているひとりである。この現実を直視しながら、地域社会の力で乗り越えていくときに必要な子どもを育む「新しい公共性」という考え方を提起していきたいと思う。長野県内の地域性や豊かな文化の蓄積は、それを可能にするのではないだろうか。子どもを育てる大小さまざまな学びの輪を大切にしたい。最近始まった行政主催の子育ての集い、農業関係者の子育て支援の取り組み、子どもにかかわる多種多様なサークル・ＮＰＯ団体などの活動、新聞社主催の「子育てフォーラム」（2004年信濃毎日新聞主催）など、地域の親たちが身近で参加できる取り組みが生まれてきた。様々なレベルで広がる基盤があるのではないだろうか。
3． 保育・幼児教育制度「改革」の大きな曲がり角
　以上のことを考えるにあたり、最近の国の保育行財政の急変にも注意しなければならない。現在、保育所・幼稚園では、どんなことが問題になっているのか。保育所・幼稚園関係者は、最大の転換期に立たされている。それは国の施策として、財政効率が優先された制度「改革」が急速にすすめられようとしているからである。いずれも、研究・議論を必要とする問題ばかりだが、３点ほど問題提起をしたい。
　　第一は、「官から民へ」というスローガンのもとで、次代を担う子どもたちの保育に対する公的責任が大きく後退してきていることだ。保育所などに対する国の財政削減が急速にすすみ、公立保育所運営費の一般財源化といって、公立の保育所運営に使用することが特定されていた財源が、自治体の考え方しだいで、それ以外の目的に使用してもよくなった。さらに私立保育所の運営費も一般財源化されようとしており、保育園経営者も厳しい運営を強いられている。公立保育所運営費の一般財源化により、自治体での保育所の財源確保が難しくなり、老朽化した園舎の建設が困難となっている。保育所職員も非常勤・嘱託職員の割合が増加するなど、保育の質に影響する問題が生じている。

二つ目の課題は、公立保育所の民営化問題である。自治体財政の厳しさや保育需要にどう応えるかをめぐって、公立保育所の民営化の議論や反対運動が各地で行われている。たとえ財政逼迫であるとしても、次代を担う子どもたちに対する施策は、たえず充実させることが大人社会の責務だと思う。この問題で大切なことは、地域・自治体において、子どものために財政がどう使われるのか、必要な保育需要はどのようなことかをよく検討することだろう。民営化をめぐっては、子どもを中心におき、保護者、保育者、行政関係者、地域など、関係者によるていねいな議論と協議を行うこと、そして、公立保育所と私立保育所が、共に地域の子どもたちのために力を尽くしてきた歩みを確認し、公立と私立のどちらがよいのかという、両者の対立関係を助長する方向にならないようにすることだと思う。

三つ目の問題は、国が突如として打ち出してきた保育所と幼稚園の一体的運営を含めたいわゆる「総合施設」構想である。少子社会における財政効率や待機児童の解消等を理由として、保育所と幼稚園の一体的運営を目指す「総合施設」が、17年の試行を経て、18年度から本格実施される。戦後、保育所と幼稚園の制度一元化をめざすことは、関係者が願ってきたことである。しかし今回の「総合施設」構想は、財政効率が優先された内容として出されたもので、保育所・幼稚園の現場における十分な検討もされていない。「総合施設」の基準は、保育所・幼稚園のどちらか低い水準に合わせることを内容とするもので、そのまま導入するには問題が多くある。例えば、「総合施設」は０歳から２歳児も対象にしているが、保育所で必置義務となっている調理施設がなくてもよいことや、職員配置基準についても引き下げの方向がある。保育所・幼稚園が「総合施設」を導入を検討する場合、財政面で難問がある。地域・自治体において、今ある保育所・幼稚園の現状を守り、さらに充実をはかりながら、幼保一元化への前進を目指すべきだと思う。

以上の３つの課題は、どれも、ご近所の保育所・幼稚園が直面している大きな制度「改革」の問題である。身近な地域・自治体で、議論と学習をすすめていきたい。その際、保護者、保育者、行政関係者、施設経営者、地域住民とで、地域の乳幼児の将来をどうするのか、粘り強く検討したい。保育所・幼稚園はもちろん、地域社会で育つ子どもたちの成長・発達は、大人たちの輪の中で保障されていくもので、思想、信条、政治的立場の違いをこえて、協力・共同できうる課題だと思う。
保育の営みには、子どもの成長・発達の保障、両親の労働や家庭生活を支えること、地域の子育て支援をすすめる、３つの基本的役割があることを確認したい。しかしそれにとどまらず、保育の広場では、さまざまな人間たちが出会い、小さくとも地域の輪を築いていく。そこでは、お互いに学びあうこともできる。保育所・幼稚園をはじめとした子育ての広場は、地域の一つの景色でもある。このように考えると、保育自体に地域社会を構成する力があることがわかる。「新しい公共性」という考え方は、保育をこのように広く把握する。このことが確かめられるならば、「乳幼児期の保育」こそ、地域行政の根幹に位置づけられるべきではないだろうか。どうぞ、率直なご批判をいただきたいと思う。
＊　「子育てと県政」を検討する際の参考文献の一部をあげておきたい。

・　長野県『信州はぐくみプラン』（2005年３月）

· 汐見・近藤・普光院著『保育園民営化を考える』（岩波ブックレット2005）
· 加藤繁美『子どもへの責任』（ひとなる書房）
・　宮崎駿他『虫眼とアニ目』徳間書店
・　近藤『人がすき村がすき保育がすき』（ひとなる書房）
＊　ご批判・ご意見・質問はいつでもどうぞ。
＊　連絡先：直通電話　　026-234-1222 （内線221）
・ファックス　026-286-6032 ・メール　mkondo@nagano-kentan.ac.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
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